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※本資料は，今後改訂する可能性がございます。

「頑張る中小事業者月次支援金」の 

不正受給は犯罪です 
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◎広島県内の緊急事態措置の終了に伴い，7月分は制度を見直しています。 

７月分の制度見直しのポイント 
① 国の月次支援金の対象外となったため，売上減少率 30％以上について，

一律の給付制度になりました。 

② 酒類を提供する飲食店に対する時短等要請の対象が「広島県内全域」から

「広島市，東広島市，廿日市市」の３市になったため，３市以外でのみ酒

類を提供する飲食事業者が 7 月分の給付対象となりました。 

③ 広島県大規模施設等協力金終了により，大規模施設事業者やテナント事業

者も 7 月分の給付対象となりました。 

 

5・6月分 

（給付対象者） 

 
< 県 > 中小事業者 

上限  20万円（中小法人） 

上限  10万円（個人事業者） 

< 県 > 中小事業者 

上限  20万円（中小法人） 

上限  10万円（個人事業者） 

< 国 > 中小事業者 

上限  20万円（中小法人） 

上限  10万円（個人事業者） 

売上減少30％以上～50％未満 売上減少50％以上 

（給付対象外） 

〇「広島県感染症拡大防止協力支援金」，「広島県大規模施設等協力

金」の対象事業者 

7月分 

（給付対象者） 

< 県 > 中小事業者 

上限  20万円（中小法人） 

上限  10万円（個人事業者） 

売上減少30％以上 

（給付対象外） 

〇「広島県感染症拡大防止協力支援金」の対象事業者 

 

１ 月次支援金の概要 

（１）目的 

緊急事態措置又はまん延防止等重点措置及び広島県の集中対策実施に伴う，飲

食店の休業・時短営業や外出自粛等の影響により，売上が減少した県内中小事業

者に対して，県独自の幅広い支援を実施します。 

 
（２）給付対象者（給付要件） 

緊急事態措置又はまん延防止等重点措置及び広島県の集中対策実施に伴う，

飲食店の休業・時短営業や外出自粛等の影響により，売上が減少した県内の法

人または個人であって，次の全てに該当する者 

① 広島県内に，本店又は主たる事務所（法人），住所（個人）があること 

※確定申告書記載の納税地が広島県内であること 

② 中小企業基本法で定義する中小企業であること（個人事業主を含む） 

③  2021年対象月（５月分・６月分・7月分）の月間売上が2019年又は

2020年（申請者が選択する年）同月比３０％以上減少していること。ただ

し，５月分・６月分については，５０％以上減少の場合，国の月次支援金の

給付を受けていること ※白色申告者の方は，１２～１５ページを参照。 
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④ 対象月において，広島県の「広島県感染症拡大防止協力支援金」，「広島県 

大規模施設等協力金」の対象事業者でないこと 

⑤ 代表者，役員及び従業員が「広島県暴力団排除条例」に規定する暴力団，暴 

力団員等及び暴力団関係者でないこと 

⑥ 県又は県から委託された者が事前通告なしに行う訪問調査に協力すること 

⑦ 今後も事業を継続する意思があること 

    

   上記①～⑦の給付要件を満たせば，業種を問わず給付対象となり得ます。 

   ＜対象事業者の一例＞ 

飲食関連取引事業者（飲食店に提供される財・サービスの供給事業者） 

    ・生産者（農業者，漁業者等） 

    ・流通関連事業者（食品卸業者，飲料卸業者等） 

    ・食品加工・製造事業者（食品製造業者，惣菜製造業者，酒造業者，飲料製造業 

者） 

    ・器具・備品事業者（店舗の備品・消耗品（割り箸）等） 

    ・小売業者（酒類小売，花・植木小売業者等） 

    ・サービス事業者（リネンサプライ（制服クリーニング）業者，警備業等） 

    ・飲食事業者（広島市・東広島市・廿日市市以外で酒類を提供する飲食店営業） 

               （※7月分のみ） 

 

    観光関連事業者等 

・宿泊事業者（ホテル，旅館等） 

・旅客運送業（タクシー，バス等） 

・小売事業者（土産物店等） 

・飲食事業者（昼間営業等の飲食店等） 

・その他の生活関連サービス事業者（理美容業者，娯楽サービス事業者，冠婚葬 

祭業等） 

 

 

   ＜不給付要件＞ 

   １ 国，法人税法別表第1に規定する公共法人 

   ２ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122 

号）に規定する「性風俗関連特殊営業」又は当該営業にかかる「接客業務受託営 

業」を行う事業者 

   ３ 政治団体 

   ４ 宗教上の組織又は団体 
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   ＜特例＞ 

   １ 2019年・2020年新規開業特例 

    ・2019年又は2020年に開業した中小法人・個人事業主 

給付額＝開業年の年間事業収入÷開業年の設立後月数※¹ － 2021年対象月の 

月間事業収入 

※¹ 開業日の属する月も，操業日数にかかわらず，１ヶ月とみなす。 

   ２ 2021年新規開業特例 

    ・2021年1～3月の間に開業した中小法人・個人事業主 

給付額＝2021年1～3月の事業収入の合計÷2021年の開業した月から 

2021年3月までの月数※² － 2021年対象月の月間事業収入 

※² 開業日の属する月も，操業日数にかかわらず，１ヶ月とみなす。 

   ３ 合併特例 

    ・2021年の1月以降に，事業収入を比較する2つの月の間に合併を行った中小

法人 

給付額＝合併前の各法人の2019年又は2020年の基準月の月間事業収入の 

合計 － 合併後の法人の2021年対象月の月間事業収入 

   ４ 連結納税特例 

    ・連結納税を行っている中小法人 

⇒それぞれの法人が給付要件を満たす場合，法人ごとに給付申請を行うこと 

ができ，確定申告書の控えについては，連結法人税の個別帰属額等の届出書 

で代替可能 

   ５ 事業承継特例 

    ・2021年の1月以降に，事業収入を比較する２つの月の間に事業の承継を受 

けた個人事業主 

給付額＝事業を行っていた者の2019年又は2020年の基準月の事業収入 

    － 事業の承継を受けた者の2021年対象月の月間事業収入 

   ６ 罹災特例 

    ・2018年又は2019年の罹災を証明する罹災証明書等を有する中小法人・個 

人事業主 

給付額＝罹災した年又はその前年の基準月の事業収入 － 2021年対象月の 

月間事業収入 

   ７ 法人成り特例 

    ・2021年の1月以降に，事業収入を比較する2つの月の間に個人事業者から 

法人化した者 

給付額＝法人化前の2019年又は2020年の基準月の事業収入 － 法人化後の 

2021年対象月の月間事業収入 

８ NPO法人・公益法人等特例 

    ・特定非営利活動法人及び公益法人等 

⇒確定申告書の控えなどについて各種書類で代替可能 

・寄付金等を主な収入源とする特定非営利活動法人 

⇒追加の書類の提出により寄付金等を収入に含めて給付額を算定可能 
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   ※参考（新規開業特例まとめ） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

   （新規開業例１）2020年７月開業 

    
    

    
    

   （新規開業例２）2021年１月開業 

    
 

    
 

（３）給付額 

   中小法人は上限20万円/月，個人事業者は上限10万円/月 

【算出方法】 

給付額＝2019年又は2020年の対象月の売上 － 2021年の対象月の売上 

 

  （４）その他 

 頑張る中小事業者月次支援金の申請の前提となる，対象措置の影響の考

え方やそれに伴う保存資料等については，国の「緊急事態措置又はまん延

防止等重点措置の影響緩和に係る月次支援金」に準じます。（７～９ページ 

をご参照ください。）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

— — — 20 40 30 80 100 30 20 10 20

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

30 30 — — — — — — — — — —

２０２１年 ２０２２年

２０２０年 ２０２１年

開業年 基準月の売上 比較月の売上
2019年・2020年 300÷6＝50 30

売上減少率 40%

５月 ・・・ １２月 １月 ２月 ３月 ４月

— — — 10 30 50 60

５月 ・・・ １２月 １月 ２月 ３月 ４月
18 — — — — — —

２０２１年 ２０２２年

２０２０年 ２０２１年

開業年 基準月の売上 比較月の売上
2021年 90÷3＝30 18

売上減少率 40%

開業年 基準月の売上 比較月の売上 

2019年・2020年 
開業年の年間売上÷開業年 
の売上月数 

2021年対象月（５月・６月・７月） 
の月間売上 

2021年 
2021年１月～３月 の月間売上 
合計÷2021年３月までの売上 
月数 

2021年対象月（５月・６月・７月） 
の月間売上 
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２ 申請手続き等 

（１）申請書類 

   売上減少率や対象月に応じて，申請書類が異なりますので，必要な申請書類は次

のページをご参照ください。 

 

資料の項目 具体的な内容 

ア）申請書 詳細は１２～１５ページをご確認ください。 

イ）誓約書 詳細は１６ページをご確認ください。 

ウ）提出書類チェックシート  

エ）2021年対象月の月単位の売上

がわかる確定申告の基礎となる

売上台帳等の写し 

詳細は１７ページをご確認ください 

オ）取引状況申告書 詳細は１８ページをご確認ください。 

カ）2019年又は2020年の確定申

告書類の写し 

詳細は１９～２２ページをご確認ください。 

①中小法人の場合 

・確定申告書別表一の写し（１ページ目） 

・法人事業概況説明書の写し 

（１ページ目及び２ページ目） 

②個人事業主の場合 

・確定申告書第一表の写し（１ページ目） 

・所得税青色申告決算書の写し ※青色申告者のみ 

（１ページ目及び２ページ目） 

キ）個人事業の開業・廃業等届出書

の写し 

 ※個人事業者のみ 

開業届を提出していることが原則とはなりますが，

事情があり，開業届の写しを用意できない場合に

は，「個人事業の開業・廃業等届出書についての申

告書」を提出してください。 

詳細は２８ページQ２３をご確認ください。 

ク）本人確認書類の写し 

※個人事業者のみ 

①住所，②氏名，③生年月日が確認できる公的証明書類

の写し 

（公的証明書類の例） 

運転免許証，パスポート，保険証の写しなど。 

マイナンバーカードの使用は不可。 

ケ）履歴事項全部証明書の写し 

※中小法人のみ 

詳細は２３ページをご確認ください。 

申請時から3か月以内に発行されたものに限ります。 

コ）振込先口座の通帳の写し 

詳細は２４ページをご確認ください。 

通帳の表紙と表紙をめくった次のページ（金融機関コー

ド，店番，口座番号，カタカナ表記の口座名義名が刻印

されているページ）の写しを添付してください。 

【ネットバンキングで通帳がない場合】 

   振込先口座を確認できる各銀行のホームページ画面 

・振込先の口座名義は，申請者本人の名義に限ります。

（法人の場合は当該法人名義） 

・日本国内の口座に限ります。 

サ）国の月次支援金の給付通知書の 

写し ※5月分，6月分のみ 

売上減少率50%以上の申請者は提出が必要です。 

 ※通知書の写しの代替資料については，28ページの

Q25-②をご参照ください。 
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（２）申請書類整理表 

ア 5月分・6月分申請資料 

 
 

＜注意事項＞ 

・上記表において提出書類を簡略化できる場合であっても，「既存の提出書類に修正・ 

追加の必要がある場合」には改めての修正書類・追加書類の提出が必要になります。 

・以下に該当する場合は，２回目以降の申請であっても確定申告書類の提出が必要とな

ります。 

①１回目の申請が「売上減少率50％以上」に該当し，上記の書類を提出してない場合。 

②２回目の売上減少率を比較する年が１回目の減少率比較年と異なる場合。 

例）１回目2019年5月と比較し、2回目は2020年6月と比較した場合。 

 ※「１１ 国の月次支援金の給付通知書の写し」については，他の書類により審査するこ

ともできます。詳しくは28ページのQ25-②をご参照ください。 

  

両者共通 

１回目申請 ２回目以降申請 １回目申請 ２回目以降申請 保存資料 
（申請者の手元に保管） 

1 申請書 ● ● ● ● 

2 誓約書 ● ● ● ● 

3 チェックシート ● ● ● ● 

4 基準年（2021年）の対象月間売上台帳の写し ● ● ● 

5 取引状況申告書 ● ● 

6 

確定申告書類 
①中小法人 
・ 確定申告書別表一の写し 
・法人事業概況説明書の写し 
②個人事業者 
・確定申告書第一表の写し 
・所得税青色申告決算書の写し（青色申告者のみ） 

● 

7 個人事業の開業・廃業等届出書の写し ● 
（個人事業者） 

● 
（個人事業者） 

8 本人確認書類の写し ● 
（個人事業者） 

● 
（個人事業者） 

9 履歴事項全部証明書の写し ● 
（中小法人） 

● 
（中小法人） 

10 通帳（振込先）の写し ● ● 

11 国の月次支援金の給付通知書の写し （※） ● ● 

12 比較年（2019年又は2020年）の対象月間売上台帳の写し ● 

13 取引証拠書類（請求書，領収書等） ● 

14 通帳（取引を記録） ● 

15 商品・サービスの一覧表 ● 
（外出機会自粛影響事業者） 

16 店舗写真 ● 
（外出機会自粛影響事業者） 

17 賃貸借契約書又は登記簿 ● 
（外出機会自粛影響事業者） 

売上減少率30%以上50%未満 売上減少率50%以上 
頑張る中小事業者月次支援金 
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イ ７月分申請資料  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

・「1 申請書」は，酒類を提供する飲食事業者専用の様式と，その他事業者の様式が 

異なりますので，御確認の上，作成してください。 

・上記表において提出書類を簡略化できる場合であっても，「既存の提出書類に修正・ 

追加の必要がある場合」には改めての修正書類・追加書類の提出が必要になります。 

・以下に該当する場合は，２回目以降の申請であっても確定申告書類の提出が必要とな 

ります。 

①以前の申請が「売上減少率50％以上」に該当し，上記の書類を提出してない場合。 

②売上減少率を比較する年が以前の減少率比較年と異なる場合。 

例）１，２回目は2019年と比較し、３回目は2020年と比較した場合。 

 

（３）申請受付期間 

5月分：2021年6月21日（月）～2021年８月20日（金） 

6月分：2021年7月1日（木）～2021年8月31日（火） 

７月分：2021年８月1日（日）～2021年９月3０日（木） 

※郵送の場合は当日消印有効となります。  

提出資料（共通） 

１回目申請 ２回目以降申請 

保存資料 
（申請者の手元に保管） 

1 申請書 ● ● 

2 誓約書 ● ● 

3 チェックシート ● ● 

4 基準年（2021年）の対象月間売上台帳の写し ● ● ● 

5 取引状況申告書 ● 

6 

確定申告書類 
①中小法人 
・ 確定申告書別表一の写し 
・法人事業概況説明書の写し 
②個人事業者 
・確定申告書第一表の写し 
・所得税青色申告決算書の写し（青色申告者のみ） 

● 

7 個人事業の開業・廃業等届出書の写し ● 
（個人事業者） 

8 本人確認書類の写し ● 
（個人事業者） 

9 履歴事項全部証明書の写し ● 
（中小法人） 

10 通帳（振込先）の写し ● 

11 比較年（2019年又は2020年）の対象月間売上台帳の写し ● 

12 取引証拠書類（請求書，領収書等） ● 

13 通帳（取引を記録） ● 

14 商品・サービスの一覧表 ● 
（外出機会自粛影響事業者） 

15 店舗写真 ● 
（外出機会自粛影響事業者） 

16 賃貸借契約書又は登記簿 ● 
（外出機会自粛影響事業者） 

頑張る中小事業者月次支援金 

（●） 

（これまで未提出の場合） 

● 

※下記の注意事項を参照 
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【宛先】 

〒730-0031 

広島県広島市中区紙屋町２－２－２ 紙屋町ビル６階 

頑張る中小事業者月次支援金センター 宛 

 

 

（４）申請方法及び注意事項 

申請方法は，①郵送申請 もしくは ②オンライン申請 となります。 

オンライン申請のＵＲＬ https://hiroshima-getsuji-shien.jp 
 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から，窓口での申請は受け付けてお

りません。 

※切手を貼付けのうえ，裏面には差出人の住所，氏名を必ずご記載ください。 

※日曜日や祝日も配達されて，配達状況の追跡が可能な簡易書留による提出を 

お願いします。 

※やむを得ず普通郵便で提出される方は，料金不足にご注意ください。不足が 

あった場合は返送されますので，投函前に十分ご確認ください。 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

≪その他の注意事項≫ 

・申請書類に不足や記入漏れ等の不備があった場合，審査担当者から連絡させていた

だきます。申請書には必ず，日中（9時30分～17時）に対応可能な連絡先の記入

をお願いします。なお，軽易な不備については，申請者の了解を得て修正するこ

とがあります。 

・申請書類が全て確認できなければ，給付のための審査ができません。提出前に書類が

揃っているかご確認をお願いします。 

なお，審査後は，申請書類を一切返却いたしませんので，ご注意ください。 

 

 

 

 

 

 ≪オンライン申請の注意事項≫ 

   ・アップロードできるファイル形式は，PDF形式のみとなります。 

   ※ 上記ファイル形式以外の場合，エラーとなります。 

   ・ファイルの容量は，１ファイルにつき５ＭＢまでとなります。 

   ・細かな文字が読み取れるよう，記載内容がはっきりと映っているファイルの添付 

をお願いします。 

  

重量 料金 

50g以内 120 円 

100g以内 140 円 

150g以内 210 円 

250g以内 250 円 

500g以内 390 円 

1kg以内 580 円 

（参考）定形外郵便物 
  （長辺34cm以内，短辺25cm以内， 

厚さ3cm以内および重量1kg以内） 

これまで，「酒類の提供を停止していない，また休業・営業時間短縮の要請に応じて

いない飲食店と取引がある場合は給付対象外となります。」と記載しておりました

が，令和3年7月14日付けの国の事務連絡により，そうした取扱をしないことといた

しました。 
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（５）問合せ先 

頑張る中小事業者月次支援金センター 

電話番号：082-248-6853  

開設時間：平日 ９：３０～１７：００（土・日・祝を除く） 

 

３ 月次支援金の給付 

（１）月次支援金の給付の決定及び通知 

・申請書類を受理した後，その内容を審査のうえ，適正と認められるときは月次支

援金を給付し，給付決定通知書を送付します（２回目以降の申請において，提出

資料の簡素化に活用できますので，大切に保管ください） 

   ・月次支援金の給付対象とならないと判断した場合は，不給付決定通知書を送付し 

    ます。 

（２）月次支援金の給付 

・申請いただいた口座に振り込みますので，申請書の控えをお手元に保管していた

だくようお願いします。 

 
４ 給付決定の取消し及び月次支援金の返還 

月次支援金給付後，給付要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合等は，月次

支援金の給付決定を取消し，センターの指定する期日までに全額返金いただきます。

その際，悪質と判断したときは，返還の対象となる月次支援金と同額の違約金の

納付を併せて求める場合があります。 

 

５ 調査等への協力 

月次支援金の適正な支出のため，必要に応じて申請者に対し，調査，報告，是正そ

の他必要な措置を求めることがあります。その場合，申請者はこれに応じる必要

があります。 

 

６ その他 

・提出された申請等に不備があった場合，センターから申請者に連絡します。指

定する期限までに申請等が再度行われなかった場合は，申請者が月次支援金の

給付を受けることを辞退したものとみなします。 

・個人情報の取り扱いに関して，（一社）広島県生活衛生同業組合連合会が事務

を委託する事業者と共有します。（本支援金の審査・給付に関する事務に限る。） 

・申請で提出いただいた営業に関して必要な許認可等について，所管官庁等への

申請情報等と照合します。（本支援金の審査・給付に関する事務に限る。） 

・申請書類に記載された情報を国，広島県，市町，警察本部，税務機関に提供する 

ことがあります。 

・ご提出いただいた申請書類に記載された情報は，月次支援金の審査・給付に関す 

る事務に限り使用し，同意事項及び誓約事項を除き，他の目的には使用しません。
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申請書類について 

１ 申請書（記入例：２０２１年５月分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

提出する申請書の控

えを１部お手元に保

管していただくよう

お願いします。 

※白色申告者の 売上（円）Ｂ 算出方法について 

 2019年又は2020年の対象月の売上については，確定申告

書第一表における「収入金額等」の「事業欄」に記載の額を

12で除した額（月平均額）を記入してください。 

＜例＞2019年の年間事業収入が420万円の場合 

   420万円÷12ヵ月＝35万円 
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１ 申請書（記入例：２０２１年６月分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

提出する申請書の控

えを１部お手元に保

管していただくよう

お願いします。 

※白色申告者の 売上（円）Ｂ 算出方法について 

 2019年又は2020年の対象月の売上については，確定申告

書第一表における「収入金額等」の「事業欄」に記載の額を

12で除した額（月平均額）を記入してください。 

＜例＞2019年の年間事業収入が420万円の場合 

   420万円÷12ヵ月＝35万円 
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１ 申請書（記入例：２０２１年７月分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

提出する申請書の控

えを１部お手元に保

管していただくよう

お願いします。 

※白色申告者の 売上（円）Ｂ 算出方法について 

 2019年又は2020年の対象月の売上については，確定申告

書第一表における「収入金額等」の「事業欄」に記載の額を

12で除した額（月平均額）を記入してください。 

＜例＞2019年の年間事業収入が420万円の場合 

   420万円÷12ヵ月＝35万円 
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１ 申請書（記入例：２０２１年７月分） ※酒類を提供する飲食事業者専用様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

提出する申請書の控

えを１部お手元に保

管していただくよう

お願いします。 

※白色申告者の 売上（円）Ｂ 算出方法について 

 2019年又は2020年の対象月の売上については，確定申告

書第一表における「収入金額等」の「事業欄」に記載の額を

12で除した額（月平均額）を記入してください。 

＜例＞2019年の年間事業収入が420万円の場合 

   420万円÷12ヵ月＝35万円 
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誓 約 書 
 

私は，「頑張る中小事業者月次支援金（以下「支援金」）」交付を申請するに当たり，次の内容について，

誓約します。 

この誓約に反したことにより，当方が不利益を被ることとなっても，異議は一切申し立てません。 

また，貴職において必要と判断した場合に，当方の個人情報を国，広島県，市町，警察，税務機関に提供

することについて同意します。 

記 

--------------------------------------------------------------------------------------- 

１ 反社会的行為に関して 

（１）暴力団（暴力団排除条例（平成 22 年広島県条例第 37 号）第２条第 1 号に規定する暴力団をいう。

以下同じ。）または暴力団員等（同条例第２条第 3号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であ

りません。 

（２）事業者の役員等（個人である場合はその者，法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する

社員，取締役，執行役またはこれらに準ずる者をいい，相談役，顧問その他いかなる名称を有する者

であるかを問わず，当該団体に対し業務を執行する社員，取締役，執行役またはこれらに準ずる者と

同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)をいう。以下同じ。）が自己，自社若しくは

第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもって，暴力団または暴力団員等

を利用するなどしていません。 

（３）事業者の役員等が，暴力団または暴力団員等に対して，資金等を供給し，または便宜を供与するな

ど直接的あるいは間接的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与していません。 

（４）事業者の役員等が，暴力団または暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどし

ていません。 

（５）事業者の役員等が，暴力団または暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していません。 

 

２ その他この申請に関して 

（１） 本協力金を重複して申請していません。 

（２） 申請内容は事実に相違なく，申請要件を満たしています。虚偽が判明した場合は，支援金の返 

還等に応じます。また，（一社）広島県生活衛生同業組合連合会から返還の対象となる支援金と同 

額の違約金の納付を，特に命じられた場合は，これに応じます。 

（３） 虚偽の申請による事業者名の公表について，異議申し立て致しません。 

（４） 広島県の「広島県感染症拡大防止協力支援金」，「広島県大規模施設等協力金」の対象事業者で 

はありません。虚偽が判明した場合は，支援金の返還等に応じます。また，（一社）広島県生活衛生 

同業組合連合会から返還の対象となる支援金と同額の違約金の納付を，特に命じられた場合は，これ 

に応じます。 

（５）（一社）広島県生活衛生同業組合連合会から検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は， 

これに応じます。また，審査をする上で必要と認められる場合は，事前通告無しに現地立ち入り検査 

を行うことがあります。そのため，保存資料等を求めに応じて速やかに提出できるよう，電子的方法 

等により 10年間保存します。 

（６）国，広島県，市町，警察，税務機関から申請書類に記載された情報の提出を求められた場合には，

提供することに同意します。また，関係機関へ申請内容について照合することに同意します。 

（７）今後も事業を継続する意思があります。 

 

（一社）広島県生活衛生同業組合連合会代表理事 様 

令和 ３ 年 ６ 月 ２１ 日 

（申請者） 

申請書住所 広島県広島市中区基町10-52 

法人名（屋号） 株式会社広島県 

代 表 者 氏 名 広島 太郎  

※法人の代表者または個人事業主が全て自署してください。 
 

２ 誓約書（記入例） 

 

  必ず自署していただくようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

ゴム印等は使用せ

ず，必ず自署してく

ださい。 

①申請書住所 

申請書の「申請事業者

の情報」に記載の住所

を記入してください。 

②法人名（屋号） 

法人の場合は，法人

名，個人事業主の場

合は，屋号を記入し

てください。 

③代表者氏名 

個人事業主の場合

は，個人事業主名を

記入してください。 

❸ 

❷ 

❶ 
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３ 2021年対象月の月単位の売上がわかる確定申告の基礎となる売上台帳等の写し 

 

対象月の収入額（合計額）が確認できる売上台帳等を提出して下さい（売上台帳，帳面

その他の対象月の属する事業年度の確定申告の基礎となる書類を原則とします。ただし，

当該書類を提出できない合理的な事由があるものとセンターが認める場合には，対象月の

月間事業収入を確認できる他の書類によることも認めます）。 

基本的な事項（対象月，日付，商品名，販売先，取引金額，合計金額等）が記載されて

いる書類であれば，フォーマットの指定はありませんので，経理ソフト等から抽出したデ

ータ，エクセルデータ，手書きの売上帳などでも構いません。 

書類の名称も「売上台帳」でなくても構いません。ただし，提出するデータが対象月の

事業収入であること及び対象月の事業収入の合計額を明記されている資料を提出してくだ

さい。 

 

【提出データフォーマット例】 

•経理ソフトから抽出した売上データ 

•エクセルで作成した売上データ 

•手書きの売上帳のコピー等 
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４ 取引状況申告書（記入例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

頑張る中小事業者月次支援金 取引状況申告書 
   

取引状況について，次のとおり申告します。 
 

対象月をご選択ください。  令和３年５月分  令和３年６月分  令和３年７月分 
 

  ※いずれか１つに☑を入れて，具体的な内容を記入して下さい。 

 

（一社）広島県生活衛生同業組合連合会代表理事 様 

 令和 ３年 ８月 ２日 

（申請者） 

申請書住所  広島市中区基町１０－５２ 

法人名（屋号） 株式会社広島県 

代 表 者 氏 名 広島 太郎  

※法人の代表者または個人事業主が全て自署してください。 

☑ 

緊急事態措置又はまん延防止等重点措置等に伴う，飲食店の休業・時短営業等の影響により 

売上が減少した （※飲食事業者の方は本表下の◆の項目に該当する場合，そちらに☑）  

・具体的な取引内容を記載して下さい。 

 酒類を提供する飲食店に対して，酒類の卸売り。 

 

・主な取引先について記載して下さい。 

（※間接取引の場合は，下記①に間接取引先の内容を記載したうえで，②以降に最終の飲

食店等の内容を記載して下さい。その際②以降の月間取引金額は空白でもかまいません。） 

 

① 法人名（屋号）  広島県酒場    所在地 広島市中区基町 10-52        

  月間取引金額 平均   350,000   円  

 

②  法人名（屋号）  酒房安芸     所在地 広島市中区上幟町 2-22       

  月間取引金額 平均    220,000   円  

 

③  法人名（屋号） ラウンジ瀬戸内   所在地  広島市南区比治山本町 16-12  

  月間取引金額 平均    425,000   円  

 

☑ 
☑飲食店を経営しており，緊急事態措置又はまん延防止等重点措置等に伴う，外出自粛等の 

影響により売上が減少した（◆） 

☑ 

☑緊急事態措置又はまん延防止等重点措置等に伴う，外出自粛等の影響により売上が減少し

た 

・具体的な影響内容を記載して下さい。 

   

  例）旅館を経営しているが，外出・移動の自粛により県内外からの 

観光客の減少により，売上げが大幅に減少した。 

左記３点のうち，該当するもの

１つに☑を入れ，それぞれ記

入をしてください。 
 

注意 

ゴム印等は使用せ

ず，必ず自署してく

ださい。 

①申請書住所 

申請書の「申請事業者

の情報」に記載の住所

を記入してください。 

②法人名（屋号） 

法人の場合は，法人名，

個人事業主の場合は，屋

号を記入してください。 

③代表者氏名 

個人事業主の場合は，個

人事業主名を記入してく

ださい。 

❶ 

❷ 

❸ 
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５ 確定申告書類の写し（①―１ 中小法人） 

2019年対象月又は2020年対象月を期間内に含む確定申告書類の提出が必要です。 

•確定申告書別表一の写し（1ページ目） 

•法人事業概況説明書の写し（1ページ目及び2ページ目） 

※ 収受日付印が押されている必要があります 

※ e-Taxを通じて申告を行っている場合，次ページを参照してください 

 

【確定申告書別表一の写し】    【法人事業概況説明書の写し】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ お持ちの確定申告書に収受日付印が押されていない場合，提出する確定申告書類の年度の「納税証明書（その２所

得金額用）」を提出することで代替することができます。この場合，収受日付印のない確定申告書類の控えと納税証明

書をご提出いただくことになります。なお，納税証明書の取得のために税務署へ来署される方が増えており，発行まで

にお時間を頂く場合があります。新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点からも，オンライン請求をぜひご利用くだ

さい（請求日当日の受取を指定された場合には，発行までにお時間を頂く場合がありますので，翌日以降の日の受取を

ご指定ください）。詳しくは国税庁のＨＰの「［手続名］ 納税証明書の交付請求手続」をご覧ください。 

 
※ 「収受日付印」および「納税証明書（その２所得金額用）」のいずれも存在しない場合には，提出する確定申告書

類の年度の「課税証明書」又は「非課税証明書」を提出することで代用することができます。「課税証明書」又は「非

課税証明書」は，市町に発行を請求することで入手でき，請求先となる市町は，「証明が必要な課税年度の１月１日時

点で住民登録のある市町」となります。詳しい請求方法については，市町のHP等からお調べください。 
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５ 確定申告書類の写し（①―２ 中小法人：e-Taxの場合） 

2019年対象月又は2020年対象月を期間内に含む確定申告書類の提出が必要です。 

・確定申告書別表一の写し（1ページ目） 

•法人事業概況説明書の写し（1ページ目及び2ページ目） 

※ 確定申告書の上部に「電子申告の日時」と「受付番号」が記載されている必要が 

あります 

※ 「電子申告の日時」と「受付番号」が記載されていない場合，受信通知の添付が 

必要となります 

 

【確定申告書別表一の写し】    【法人事業概況説明書の写し】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【受信通知】        

 

                  ※申告者の氏名又は名称，提出先税務署，受付 

日時，受付番号及び申告した税目等が表示さ 

れた，申告等データが税務署に到達したこと 

が確認できるメール詳細がわかるものを添付 

してください 
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５ 確定申告書類の写し（②―１ 個人事業主） 

2019年又は2020年の確定申告書類の提出が必要です。 

•確定申告書第一表の写し（1ページ目） 

・個人事業の開業・廃業等届出書の写し 

・所得税青色申告決算書の写し ※青色申告者のみ（1ページ目及び2ページ目） 

※ 少なくとも確定申告書第一表には収受日付印が押されている必要があります 

※ e-Taxを通じて申告を行っている場合，次ページを参照してください 

 

【確定申告書第一表の写し】     【所得税青色申告決算書の写し】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ お持ちの確定申告書に収受日付印が押されていない場合，提出する確定申告書類の年度の「納税証明書（その２所

得金額用）」を提出することで代替することができます。この場合，収受日付印のない確定申告書類の控えと納税証明

書をご提出いただくことになります。なお，納税証明書の取得のために税務署へ来署される方が増えており，発行まで

にお時間を頂く場合があります。新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点からも，オンライン請求をぜひご利用くだ

さい（請求日当日の受取を指定された場合には，発行までにお時間を頂く場合がありますので，翌日以降の日の受取を

ご指定ください）。詳しくは国税庁のＨＰの「［手続名］ 納税証明書の交付請求手続」をご覧ください。 

 
※ 「収受日付印」および「納税証明書（その２所得金額用）」のいずれも存在しない場合には，提出する確定申告書

類の年度の「課税証明書」又は「非課税証明書」を提出することで代用することができます。「課税証明書」又は「非

課税証明書」は，市町に発行を請求することで入手でき，請求先となる市町は，「証明が必要な課税年度の１月１日時

点で住民登録のある市町」となります。詳しい請求方法については，市町のHP等からお調べください。 
 

 

 

１ページ目 

２ページ目 
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５ 確定申告書類の写し（②―２ 個人事業主：e-Taxの場合） 

2019年又は2020年の確定申告書類の提出が必要です。 

•確定申告書第一表の控え（1ページ目） 

・個人事業の開業・廃業等届出書 

・所得税青色申告決算書の写し ※青色申告者のみ（1ページ目及び2ページ目） 

※確定申告書の上部に「電子申告の日時」と「受付番号」が記載されている必要が 

あります 

※「電子申告の日時」と「受付番号」が記載されていない場合，「受信通知」の添付

が必要となります 

※e-Taxによる申告をされていない場合，前ページを参照ください 

 

【確定申告書第一表の控え】      【所得税青色申告決算書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     【受信通知】 

 
 

 

 

 

 

 

 

※申告者の氏名又は名称，提出先税務署，

受付日時，受付番号及び申告した税目等が

表示された，申告等データが税務署に到達

したことが確認できるメール詳細がわかる

ものを添付してください 

１ページ目 

２ページ目 
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６ 履歴事項全部証明書の写し（中小法人のみ） 

申請者の履歴事項全部証明書の写しを提出してください。 

・申請時から3ヶ月以内に発行されたものに限ります。 

・履歴事項全部証明書は法務局のHPからの申し込みにより，オンラインでの請求が 

可能です。 

 

履歴事項全部証明書 
 

□□県□□市□□町□□□□ 
●●●●●●株式会社 
会社法人等番号◇◇◇◇-◇◇-◇◇◇◇◇◇ 

 
商号 株式会社●●●●●● 

 株式会社□□□□□□ 令和□□年□□月□□日変更 

令和□□年□□月□□日登記 

本店 □□県□□市□□町□□□□ 

公告をする方法 □□□□□□ 

会社成立の年月日 令和□□年□□月□□日 

目的 
1.○○○ 
2.◇◇◇ 

発行可能株式総数 □□□□株 

発行済株式の総数

並びに種類及び数 

発行可能株式の総数 
□□株 

資本金の額 金□□□□万円 

株式の譲渡制限に

関する規定 

 

当社の株式を譲渡するには，取締役会の承認を受けなければならない 

 

役員に関する事項 
取締役●●●●● 

□□県□□市□□町□□□□ 
代表取締役●●●●● 

登記変更に関する

事項 

 

設立 令和□□年□□月□□日 

 
これは登記簿に記載されている閉鎖されていない事項の全部であることを証明した書面である。 

(●●法務
局●●支局
管轄) 令和
□□年□□
月□□日 

●●法務局登記官 ●●●● 印 
整理番号□□□□□□ ＊下線のあるものは抹消事項であることを示す。 
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７ 振込先口座の通帳の写し 

申請者名義口座の通帳の写しの提出が必要になります。 

提出用の画像ファイルをご準備いただく際には，金融機関コード・支店 コード・口座種

別・口座番号・口座名義人などを確認できるよう，スキャンまたは撮影を行ってくださ

い。 

※ 電子通帳を利用しており，紙媒体の通帳を所持されていない場合は，電子通帳等の画

面画像を提出してください。同様に当座口座で紙媒体の通帳がない場合も，電子通帳等

の画面画像を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

！！【オンライン申請の方へ】ご注意ください！！ 

振込作業をスムーズに進めるため，鮮明に文字等が写っているファイルを提出してくださ

い。 

 

 

見本 

ゆうちょ銀行 
通帳表紙を 
めくったページ 

ゆうちょ銀行の場合 

他金融機関からの振込用の口座情

報を入れてください。 金融機関コード

は 9900 です 

（表紙を開いた見開き下部に記載が

あります） 

※ゆうちょ銀行通帳写しイメージ 
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頑張る中小事業者月次支援金 

Ｑ＆Ａ 
令和３年７月３０日時点 

 
（給付対象者について） 
Q１ 中小事業者とはどのような概念ですか。 
A  中小企業基本法で定義する中小企業者で，具体的には以下の要件を満たす事業者にな
ります。 

  
 

（出典：中小企業庁HPより） 

 
Q１-② 飲食業等と直接取引がないのですが，給付対象にはならないでしょうか。 
A  この支援金は，緊急事態措置等に伴う飲食店の休業・時短営業や外出自粛等により売

上が減少した県内中小事業者を幅広く支援するもので，上記の影響を受け間接的に売上が
減少した方も含めた，全ての業種が給付対象となりえます。 
 
Q２ 個人事業者とはどのような概念ですか。 
A ここでいう個人事業者とは，原則，事業所得（卸売・小売・サービス業など）のある
個人（具体的には税務署に開業届を提出している個人）を意味します。 

 
Q３ NPO法人や公益法人等は給付対象となりますか。 
A  今回の支援金に関しては，給付対象として含まれます。NPO法人に加え，社会福祉法
人や医療法人，一般社団法人，公益社団・財団法人，学校法人，農業協同組合中央会等，
法人税法別表第二に該当する法人も給付対象として含まれます。 
 

Q４ 大企業やみなし大企業は，この支援金を受け取れますか。 
A 今回の支援金は，中小企業基本法で定義する中小企業（個人事業主含む）が受け取る
ことができるため，大企業，みなし大企業は対象外としています。 
 
Q４-② この支援金の給付対象外となる「みなし大企業」とは何ですか。 
A 次の(1)～(6)は大企業とみなして，給付の対象から外します。 
 (1) 発行済株式の総数又は出資金額の総額の2分の1以上を同一の大企業が所有している 

中小企業 
(2) 発行済株式の総数又は出資金額の総額の3分の2以上を大企業が所有している中小

企業 
(3) 大企業の役員または職員を兼ねている者が，役員総数の2分の1以上を占めている

中小企業 
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(4) 発行済株式の総数又は出資金額の総額を(1)～(3)に該当する中小企業者が所有して

いる中小企業者 
(5)  (1)～(3)に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数のすべ

てを占めている中小企業者 
(6) 申請時点において，確定している（申告済みの）直近過去3年分の各年又は各事業

年度の課税所得の年平均額が15億円をこえる中小企業者 
 
Q５ 県内に本店又は主たる事務所がある法人とありますが，具体的にはどういうことで
しょうか。ちなみに，営業所が広島県にあり，本社が東京都にある場合，この支援金を受
け取れますか。 
A  具体的には，確定申告書記載の納税地（個人にあっては確定申告書の「住所」欄上段
に記載の住所）が広島県内であることを意味します。上記の場合，納税地が東京都という
ことであれば，申し訳ございませんが対象外となります。 

 
Q６ 今回申請ができる飲食店とは，具体的にどのような店舗ですか。 
A 対象月の広島県感染症拡大防止協力支援金，広島県大規模施設等協力金の給付対象と
なっていない飲食店については，給付対象となります。 

例えば，酒類を提供しておらず，かつ昼間営業のみ（20時まで）の飲食店・喫茶店
（純喫茶，古民家カフェ等）は給付対象となります。 

また，７月分の月次支援金については，広島市，東広島市，廿日市市の3市以外におい 
て，酒類を提供する飲食店を営業する事業者も給付対象者となります（ただし前記3市で
広島県感染症拡大防止協力支援金給付対象となる店舗を営業している事業者は除く）。 

※いずれも，申請は店舗単位ではなく事業者単位となります。 
 

Ｑ６-② ６月以前に広島県大規模施設等協力金の給付対象となっていたが，７月分の

「頑張る中小事業者月次支援金」の給付対象となるのか。 
Ａ 広島県感染症拡大防止協力支援金，広島県大規模施設等協力金の給付対象となってい

ない月次の支援金については，給付対象となります。 
 

Q７ 資料で例示されている業種以外の事業者であっても給付対象となりますか。 
A 資料で例示されている業種以外であっても，緊急事態宣言に伴う飲食店時短営業又は
外出自粛等の影響を受けて，2021年対象月の売上が2019年又は2020年の同月と比べ
て３０％以上減少していれば，給付対象になり得ます。 
 
（給付要件について） 
Q８ 一つの会社の中に，酒類卸売部門と食料品卸売部門があり，それぞれ事務所があ
り，県内飲食店と取引しています。事務所ごとに申請できますか。 

A 申請は事業者単位となっています。複数の事務所があったとしても，申請は一度だけ
です。 
 
Q９ 飲食業と卸売業を経営しています。広島県感染拡大防止協力支援金の受給資格があ
りましたが，申請を忘れていました。この支援金を受け取ることはできますか？ 
A 申請漏れの場合であっても，この支援金を受け取ることはできません。 
 
Q１０ 飲食店に内装工事，設備工事に関するサービス等を提供しており，飲食店の時短
営業の影響を受けている場合は，給付対象になりますか。 
A 宣言地域内で時短営業の要請を受けた飲食店に対して，サービスを提供しており，同
飲食店の時短営業により，売上が減少した場合は，給付対象になります。 
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Q１１ サラリーマンをしながら，兼業農家をしています。今回の頑張る中小事業者月次

支援金の給付対象となりますか。 
A 会社等に雇用されている被雇用者の方（サラリーマンの方，パート・アルバイト・派
遣・日雇い労働等の方を含む。）や被扶養者の方は給付対象外になります。（なお，事業
収入のある個人事業者の方は，いずれも給付対象となります。） 
 
Q１２ 業務委託契約で仕事を受注し，雑所得で確定申告しています。今回の給付金の対
象となりますか。 
A 今回の県の頑張る中小事業者月次支援金では，個人事業者は，原則，事業所得（卸
売・小売・サービス業など）のある個人（具体的には税務署に開業届を提出している個
人）の方を給付対象とさせて頂いております。ただし，雇用契約によらない業務契約等に
基づく事業活動からの収入であって，税務上，雑所得又は給与所得の収入として扱われる
ものを主たる収入として得ている場合には，そのことを証する書類（業務委託契約書）を

「個人事業の開業・廃業等届出書についての申告書」（Q23参照）とともに提出できる場
合に限り対象とします。 
 
Ｑ１３ 一事業部単位では，給付要件を満たすものの，事業者全体では給付要件を満たさ
ない場合でも給付対象となりますか。 
Ａ 事業者全体で給付要件を満たさなければ，給付対象とはなりません。 
 
Q１４ 開業間もない（前年，前々年の売上が比較できない），新規創業も対象となりま
すか。 
A 2021年３月までに開業されている方であれば，新規開業の方でも，給付対象とさせ
て頂いております。詳細につきましては，申請要領の「新規開業特例」（P５，６）をご
覧ください。 

 
Q１５ 廃業予定です。この支援金を受け取れますか。 
A この支援金は，事業継続が前提となっていますので，廃業又は破産等を予定していた
場合については，給付要件を満たさないため，給付対象外となります。 
 
（給付） 
Ｑ１６ 月次支援金が振込まれたら連絡がきますか。 
Ａ 申請内容について審査を行い，給付要件を満たすことが確認出来た場合は，「給付通
知書」を発送させていただきます。給付通知書は申請時に送付先として登録いただいた住
所へ郵送されます。給付要件を満たさないと判断した場合等には，不給付とする旨の通知
を発送させていただきます。 
※通知の到着前に振込が行われる場合もあることをご了承ください。 

※申請に不備・不明点がありましたら電話等で確認させていただきます。 
 
Ｑ１７ 申請後，どれくらいで給付されますか。 
Ａ 書類審査等を経て，なるべく速やかに支給を開始する予定ですが，申請件数が多数に
及ぶ場合や申請内容に不備がある場合，申請者において不備の修正や追加書類を提出して
いただけない場合等は審査にお時間をいただくことがございます。 
 
Ｑ１８ 月次支援金を誤って受給した場合，どのようにすればよいのでしょうか。 
Ａ 給付要件を満たしていないにも関わらず月次支援金を受給した場合には，速やかに返
還を行っていただきます。返還については，センターの相談窓口までお問い合わせくださ
い。なお，不正受給の場合，特に悪質と認めるときは，返還の対象となる支援金と同額の
違約金の納付を併せて求めることがあります。 
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（その他） 
Q１９ 国の持続化給付金や月次支援金を受け取っています。この支援金も受け取れます
か。 
A 受け取れます。 
（ただし，広島県感染拡大防止協力支援金と，広島県大規模施設等協力金の給付対象者
は，給付対象外です。） 
 
Q２０ この支援金は課税対象ですか。 
A 補助金等は税法上収入として扱われるため，課税対象となります。 
 
Ｑ２１ 申請書にある法人番号が分からないのですが，どうすればよいですか。 
Ａ 国税庁の法人番号公表サイト（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/）で，検索

できます。 
 
Ｑ２２ 月次支援金の他に県において支援策はありますか。 
Ａ 新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けている事業者の方々向けには，県
の以下HPにて支援策をご案内しております。事業者様の個々のご事情に応じて，こうし
た支援策の活用もご検討いただければ幸いです。 
新型コロナウイルス感染症関連 県の支援策 
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/covid-support/covid-assist.html 
 
Ｑ２３ 開業届の写しを提出することになっていますが，紛失した場合や，税務署で取得
することができなかった場合などはどうすればよいですか。 
Ａ 開業届を提出していることが原則とはなりますが，事情があり，開業届の写しを用意

できない場合には，「個人事業の開業・廃業等届出書についての申告書」を提出してくだ
さい。その他，開業に係る公的な許可等がある場合も，この申告書とともに許可等を証す
る書類や，業務実態が確認できる書類の写し等を添付し提出してください。 
申告書は専用サイトでダウンロードできます。（ダウンロードが難しい方は，コールセン
ターまでお問合せください。） 
 
Ｑ２４ 国や県から給付された給付金や補助金は事業収入に含まれますか。 
Ａ 含まれません。給付額を計算するに当たっては，事業収入に，新型コロナウイルス 
感染症対策として国又は地方公共団体による支援施策により得た給付金，補助金，助成金
等が含まれる年又は月については，その額を除いた金額を用います。 
 
Ｑ２５ 売上が50％以上減少しており国の月次支援に申請しましたが、給付決定通知書

が中々届きません。県への申請ができず、申請期限も残り少なくなる中、どうすればよい
ですか。 
Ａ 県への申請も同時に進めてくださるようお願いいたします。申請にあたっては国の給
付通知書の写しを必須としておりますが、国の審査結果が分かるまで、時間を要すること
も想定されるため、後日、国の給付通知書（又はQ25-②の資料）をお送り頂くことによ
り、対応しているところです。こちらは郵送による申請，オンライン申請でのいずれでも
可能です。なお、国の給付通知書がセンターに到着してからの審査開始となりますので、
ご了承ください。 
 
Q２５-② 国の月次支援金は振込完了となりましたが，給付通知書がなかなか届きませ
ん。審査を進めるための代わりとなる書類がありますか。 
A 既に振込完了であれば，給付通知書の写しに代えて，次の2つの資料を合わせて提出

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/covid-support/covid-assist.html
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していただくことで，審査いたします。なお，後日確認のため連絡する場合がございます

ので，ご承知おきください。 
1) 国の月次支援金のオンライン申請ページの「マイページ」（電話番号，対象月，

「お振込手続き完了」等の記載があるページ）の写し 
2)国の月次支援金が振り込まれたことを確認できる口座通帳の該当ページの写し（対象

月分の振り込まれた支援金の部分に下線を引いて提出すること。） 
 


